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( agriculturalists）よりも工業家（iudustrialists）であるであろう。」 （“A （二hanging
















Lapiang Manggagawa はそれまでの指導者 CiprianoCidを追放し，自由党と挟を
分った〕農民の支持を得るような徹底的な土地改革法も制定できない現マカパガル政
権が， 農業から工業へその基礎を決定的に移しかえることの困難さを物語っている。









視するような形で行なわれる。〔ManilaDaily Bulletin, .5 20.〕
5月2日
v商業会議所，米比通商協定の検討開始一一フィリピン商業会議所臨時会頭デメ
















V政府， ユーロ一所有地収用を断念一一元下院議長ホセ・ユーロー (JoseYulo) 
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, Lapiang Manggagawa，自由党との連合を破棄 全国労働同盟（NationalLa-
bar Union）出の LapiangManggagawa （労働者党）の会計係アントニオ・ポリカ
ノレピオとフィリピン労働組合会議（PhilippineTrade Unions Council）と九feralco
組合のピセンテ・アルニエゴとの署名した声明文は， Lapiang Manggagawaが自
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mael Steel Mfg. Co.）のフィリピン陸運労働組織（PhilippineTransport Ground 
Workers Organization，指導者は RobertoS. Oca）に属する約800人の労働者は，
組合幹部3名の解雇をめぐって，ストに突入した。会社側は，フィリピン自由労働













法相は， 16, 18日付の ManilaDaily Bulletinに「主張されている弾劾非難：ひ
とつの評価Jを寄稿して， トレンティーノ議員に反論を加えた〔RhilppineHerald. 
には， 16, 18, 19日付に連載された1。この要旨は，以下の通り。
（一般的問題〕























































































, PC I, 合弁企業支持の声明を発表 PC I [Philippine Chamber of In-
dustries，工業会議所〕は， 「フィリピンへの外国投資に関して， PI Cは合弁企業












(Alfredo Paulo), ；レイス・タルク（LuisTaruc), カスト・アレハンドリノ（Casto
Alejandrina）についでの彼の逮捕によっても，フィリピン共産党はいぜん活動する
























































































, N. I. D. C.，最初の中性アノレコール工場建設のため 60万ペソを貸付一－NIDC



























































































〔この下に Namarcoの印章と，総裁代行テオフィリオ・ D ・レイエス・ SR，副
総裁兼総支配人ホセ・ D・ カノレデロンはじめ 5人の理事の連名がある〕









ロ・ M ・トレンティーノは， ここに，フィリピン共和国大統領ディオスダード・マカ


















とを禁じられる。……米および穀物の輸入は， 相当の税額を支払 r ，て民間当事者にま
かされる。」第10章。












a. この配分は， ディオスダード・マカパガル大統領によりラ この配分を否定しこ
れを第8年の賠償計画から取除くという， 1963年12月23日の第53定例会議での国家経
済会議の決定にもかかわらず，またそれに反して，サルタン海運に与えられた。














































（署名〉 アルトゥ一口 •M ・トレンティーノ






























































































































































































































業者数は， 1961年には 1万2545となり，逆に， フィリピン人小売業者で・f：意登録に応
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（注 1) The Journal of the American Chaniber of the Philippinesの1964年 3
月号論説による。
（注 2) 6月25日付 ManilaDaily Bulletinの BernardinoRonquillo執筆の Bu-
siness Views。
（注 3) Rizalino R. Pablo，“Nationalization of the Retail TradeぺThePhilip-
ρine Economy Bulletin, Vol. I, No. 6. 
（注 4) Hartendorpは， その著書 Historyof Industry and Trade of the Phi-
lippines (1961）で「それ〔FilipinoFirstというスローガン〕は， 本質的に， この
国の実業冒険家の小クやループの意図を促進するためにこの地で採択されたファシ
スト的スローガンである」とのべた。（R.s・Milne，＇‘TheUniqueness of Philip-
pine NationalismヘJournalSoutheast Asian History, Vol. 4, No. 1) 
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＊現在，為替レートは公定で 1ドル＝ 2ベソ，自由で 1ドル二約3.9ベソである。
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V コプラ，新高値 2, 3週間前から上昇しはじめたコプラの価格は，今年最
高となった。合衆国の相場は，太平洋岸で運賃，保険その他の費用を含めて， 1米
トンにつき 183～184ドルに達した。これは，積込み渡し，乾燥（resecada），現行














































Vフィリピン二アルゼンチン貿易会議所設立一一レイエス（Teofi.loD. Reyes, Sr.) 
商工相代理が受取った報告によれば，フィリピンとアルゼンチンーひいては他のラ
テン・アメリカ諸国との貿易を拡大するために，アルゼンチン＝フィリピン貿易会






































れは， 3週間に 1度のブートゥアン市へのフレンドシッフ0 ・ジェット定期便の試験
飛行であり，ミンダナオ島北東部への航空旅行の発展に大きく寄与するものである0
6月8目
l P. A. F. C.の再設立一一マカパガル大統領は，その施政の初期に廃止された




Development Corp. of the Philippines）は， デノレタ製造会社（DeltaMfg. Corp.) 























V ブレア， 新アメリカ大使に任命一一一学界にもどるスティーヴンスン（Wm.E. 




























〔I引rs.6. JO-Bulletin, 6 . .1〕
6月 11日










V 日本，セメント産業への進出を意図一一0.E.C.(0伍ceof Economic Coorclina -
tion，経済調整局）のアデボソ（EleuterioAdevoso）局長の東京からの報告によると，









, N. E. C.，エッソ報告を正式受理一一－N.E. C. （国家経済会議〉のへナレス議
長は， 1963年における経済成長率が GNPで示された4.8%以上で、あるというエッソ











ration of Export Producers）は，合板・挽材業者を結集してヲ合衆国・カナダ・




E. C. （国家経済会議〉議長ヘナレス（HilarionM. Henares. Jr.）は，オランダの駐
























































V タパコ損害賠償支払開始－ACCFA (Agricultural Credit & Cooperative 

































であるパンパン，カパス両市の市長は強調している。 〔Bulletin,6. 18] 
6月 19日
’マフィリンド首脳会談。
’小売業国民化法，実施一一 10年前に成立した「小売業を規制する法（An Act 







審裁判所はエッソ石油（EssaStandard Eastern Oil Co.）とパラズ社（Burroughs
Ltd.）に対する法の適用を禁止する予備命令を出した。 18社の中には次の会社が含
まれている。
Kodak (Phil.) Inc.ラ SingerSewing Machine Co., B.F. Goodrich Tire & 
Rubber Co., Firestone Tire & Rubber Co., Caltex (Phil.) Inc.，乱1obilOil, 
Tidewater Oil, Phil. Packing Corp., Colgate-Palmolive, U. S. Industries, 
Int’1. Harvester-Macleod Franklin Baker Co. of the Phil. 
v大統領， 77の法案に署名一一マカパガル大統領は，東京でさらに77の法案に署
名した。































Sr.）商工相代理は，アメリカ商工会議所雑誌（“The Journal of the American 
Chamber of Commerce of the Philippines”）の5月号の論説がフィリピン化運動

































The Bank of America in San Francisco 
Chase Manhattan Bank of N. Y. 
Chemical Bank New York Trust Co. 
Crocker-Citizens National Bank of San Francisco 
Continental Illinois National & Trust Co. of Chicago 
First National City Bank of N. Y. 
Irving Trust Co. of N. Y. 






































































3会社とは，ファイアストーン（FirestoneTire & Rubber Co.），エッソ（Esso






































外務次官LibradaCayco，国防相 MacarioPeralta‘参謀総長 Alfeclo:¥1. San-















Labor Union of Cebu）とネグロス・オクシデンタル産業別組織会議（Congressof 


















































































































（注 1) Affiliated Chambers of Commerceの第 1回年次大会におけるマカパガ
ル大統領の演説“FiscalPolicy and Credit" (Manila Bulletin，久 30,31.）に引
用された BenitoLe伊 rda，“PhilppineEconomic Paradoxes”（Manila Times，久
9.）から。
（注 2) Vicente Jayme，“Financial Problems of the Industrial Sectors，”Indust-
rial Philippines, April, 1964. 





12月の世界銀行報告， “The 1961, 1962, 1963 National Accounts，，と題する
Journal of Am. Chαrnber of Commerce of the Phil., Aprl. 1964.の論説か
ら引用〕
同論説は，これを巣書きするものとして， 1964年 3月発表の Officeof Statisti-















ing Down，” λlanila Bulletin, 7. 27.で，名目賃金と実質賃金のつぎのような指
数をあげている。
名目賃金指数 (1955年二100)
1961年 1962年 1963年 1964年第 1四半間
未熟練労働在 104.4 107.5 113.4 115.0 
熟練労働者 104.8 106.1 109.3 110.9 
実質賃金指数 (1955年＝100)
1959年 1962年 1963年 1964年第 1四半期
未熟練労働者 95.4 89.7 89.5 85.8 
熟練労働者 98.7 88.5 86.5 82.8 
〔表 1〕 貿 易 額 （単位 100万usドノレ〉
輸入 輸出 貿易収支
1963年 9月 56.3 58.6 2.3 
10月 66.8 68.7 1.9 
11月 56.0 67.7 11. 7 
12月 55.8 54.6 - 1.2 
1964年 1月 69.0 57.7 - 8.7 
2月 61.0 60.2 - 0.8 
3月 63.7 54.0 - 9.7 
















C出所： Int’l.Finance Statistics, 1964. 8.〕






















GNP （単位 100万ベソ）（カ y コ内は前年比増%）
1960年 1961年 1962年 1963年
12,126 13,432(10.8%) 14,942(11.2%) 16,941(13.4%) 
10,804 11,431( 5.8%) 11,932( 0.4%) 12,510( 4.8%) 
1人当たり GNPC単位 ベソ〉（カッコ内は向上）
1960年 1961年 1962年 1963年
442 474(0.7%) 511(0.8%) 560(0.9 %) 









製 造業 2,090(17.8%) 2,697(18.5%) 
建設業 432( 3.7%) 541( 3.7%) 
商 業 1,410(12.0%) 1,636(11.2%) 
運輸通信業 418( 3.6%) 469( 3.2%〕
サービス業 3,320(28.2%) 4,005(27.5%) 









農 業 3,262(32.3%) 3,617(32.9%) 10.9 
鉱 業 162( 1.6%) 163( 1.5%) 
製 造 業 1,607(15.9%) 1,781(16.2%) 10.8 
建 設 業 358( 3.5%) 390( 3.6%) 8.9 
商 業 1,194(11.8%) 1,231(11.2%) 3.1 
運輸通信業 369( 3.7%) 371( 3.4%) 
サービス業 3, 138(31.1 %) 3,412〔31.1%) 8.7 
総 計 10,090 10,965 8.7 









































や施設すべての内部での， アメリカ公正基準労働法（Am.Fair Standard Labor 
Act）の適用。 〔PNS(Angeleg Ciわ弘久 1 Bulletin, 7. 2〕
v米記者，投資の喪失を警告－ TheNew York Journal-Americanの経済記
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3. 各3000トンの島l興問船舶20隻の取得と機械器具製造業の開発一一造船鋼鉄













































Vエッソ， フィリピンの会社との契約を公表－EssoStandard Fertilizer & 
Agricultural Chemical Co. (Phil.）の G.J. Lynch社長は，当会社が役務および原
料の供給についてフィリピンの 3会社と契約を締結したと，公表した。 Marinduque
Mining & Industrial Corp.はサマノレ島で採堀される硫化鉱石を 5年間 ESFACに
供給することになり， LuzonStevedoring Corp.はサマyレ島からパターンのリマイ
の ESFAC工場へ硫化鉱石を， yレソン，ピサヤス，ミンダナオの諸島へ製品を 5年

































































































































































陸揚げされた。 〔PNS(San Fernando），又 14-Bulletin,7 15〕










ココナツおよびココナツ製品 245 45% 
木材製品（丸太・材木・ベニア板） 168 32% 
砂糖および関連製品 151 14% 
鉱物および金属 66 28% 
麻（精製されていないアパカ） 28 92% 
計 658 
以上の伝統的輸出品だけで輸出総額の90%を占めている。 〔Bulletin，又 13〕













待されている。 〔共同－UPI,7. 13-Bulletin，丈 15〕
7月 14日




〔PNS(Dilimαn), 7. IS-Bulletin，久 16〕














は，公社政府機関組合連合（Confederationof Unions in Gov't. Corp. & 0面ces)
がフィリピン海軍司令部にピケットをはると声明することによって， 「第一級のも
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さらに，クアドラ書記長は，フィリピン運輸総労働者組織（Phil.Transport & Ge-































































れらはいままでに 1万9170.50ペソを受取った。 〔Bclletim,7. 16.〕
曹パンーフィリピン・ハイウェイ計画一一公共事業相ホルへ・ A・アバード（Jor・
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食料品である。 〔PNS(Bacolod City), 7. 17. Bulletin, 7. 18.〕
7月 18日







, G. S. I. S.，基礎産業に90万ベソ融資一一経済調整局のアデボソ長官は， Liberty
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社と締結する N.D. C. (Nat’1. Development Co.，開発公社）の権利の当否につい
















いて調査することを関税局に命じた。これは， Marcelo Steel Corp.の訴えにより
おこなわれたものであるが，その訴えによると， VictorElectric Manufacturesお




































































1. 組合は， 1963年3月 1日にさかのぼる15%の給与増額を得ること。
2. 罷業者は，今年9月1日に効力を発する追加の10%増額を得ること。



















































Ass'n. of the Philippines）のデシデリオ (JoseDesiderio）会長は，ミンダナオの経
済開発を速めるために農業銀行の増設が緊急必要であることを力説した。彼による
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和国法第720号修正。
3. 銀行預金保険公社（Phil.Deposit Insurance Corp.）の設立。
V輸出業者，自由化計画について訴訟一一輸出業者（Chamberof Agriculture & 
Natural Resources, Phil. Fed. of Export Producers, Acoje Mining Co., Dinεalan 
Forest Products Corp., Pacific Agricultural Supplies）は，自由化計画の延長を疑

































































うち 6人を公社が選出でき， しかも， その N.D.C.の投票権が経済調整局長官に
より行使されるものである以上， P.A.L.が政府所有企業であると，判断したので、






















































































1965～67 ・ 40 
1968～70 60 
1971～73 80 
1974 C 1月1日～ 7月3日） 100 
1974年7月4日以降は通常関税率に移行。








196 4年 8月 1日
, P. L. D. T., 2500万ドルの外国借款を受ける一一P. L. D. T. (Phil. Long 
Distance Telephone Co.，フィリピン長距離電話会社）は，その拡張・サービス改
善計画のために総計2500万ドルの外国借款を受けることを承認したと，発表した。










































































きた。 (M. B., 8. 3) 
, Philexの労働者，賃上げ獲得一－PhilexMining Corp.の労働者は，新労働協
約の締結にともなって， 9月以降， 1人あたり 1日1.50ペソ増の賃金を受取ること
となった。なお，新協約では，月20ペソの生治補助金の支給， 15日間の有給休暇な
ど，労働者にとって有利となる項目改訂がおこなわれた。










最低農業関係賃金を2.50ベソから 4ベソに工業関係賃金を 4ぺソから 6ペソに引
上げる法案が議会で審議中であるほか，特別の法案はひとつもない。
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V工業会議所，政府に対し産業復興政策の樹立を要請一一フィリピン工業会議所

















































Leonidas Virata (Phil. Chamber of Industries) 
Jose B. Fernandez (Far East Bank & Trust Co.社長）
Manuel Marquez (Bankers Ass’n. of the Philippines会長）
Demetria Muuoz (Chamber of Commeτce of the Philippines会頭）
2. 長期的解決策作成委員会
Alfredo Montelibano (Chamber of Agriculture & Natural Resources of 
the Philippines会頭）
Antonio Delgado (Phil. Chamber of Industries会頭）
Vicente Recto (Chamber of Commerce of the Philip1】i問ち理事）
Miguel Cuaderno （前 CentralBank総裁）
John Pipe (Manila Chamber of Commerce会頭）
Stanley Fisher (Am. Chamber of Commerce総務部長）
Yang Se Pen宗（ChineseChamber of Commerce総務部長）
, Namarcoのストに対し中止命令一一一産業関係裁判所のタピーニェ（Emiliano
Tabigne）陪席判事は， Namarco業者組合連合（UnitedNamarco Handlersラ Union)
とNamarco従業員労働者組合（NamarcoEmployes & Workersラ Ass’n.）に対し，
ピケットによって Namarcoの建物への出入を妨げることヲおよび管理職員および
公衆の出入を止めないよう，命令した。 〔M.B., 8. 5〕









空局（CivilAeronautics Board）は， PAA(Pan-American World Airways）と
































'P.A. L.与合衆国への第 3便を取消一一フィリピン航空（Phil.Air Lines）のト
ダ（BenignoP. Toda, Jr.）理事長は， 8月17日から P.A.L.のサン・フランシスコ
への第3便を取消すことを発表した。同理事長は，その理由として，パン・アメリ
カ航空およびノースウエスト航空に対するフィリピン民間航空局の週 3便一時許可







, P. L. D. T.の海底電線敷設権を停止一一公共サービス局は，フィリピン長距離．
電話会社（Phil.Long Distance Telephone Co.）に対してグアム・フィリピン諸島
聞の太平洋海底電線敷設権を授与した暫定命令を停止した。これは，グロープ無線
会社（GlobeWireless, Ltd.）の要諸にもとずいておこなわれたものである。
, N. P. C.，拡張計画のために 8億8100万ペソを要請一一経済調整局のアデボソ
長官は， 1971～72会計年度までに約8億8100万ベソの支出を必要とする， 電力公




















































































































































育成の問題を検討中であると，のベた。この発表は，同長官が， PeabodyCoal Co. 
の代表 W.V. Hartman，国連石炭経済専門家 PaulBrabant，経済開発財団顧問





会のゴメス (JoseMapa Gomez）委員長は， 「砂糖1ポンド当たり 3セントという
生産費は，フィリピンの砂糖業を世界市場での有力な競争者とするであろう」と語
り，その最適精糖規模と最低生産費での生産との必要性を強調した。



























































〔PNS(Bacolod Ciか）， 8. 16-M. B., 8. 17〕
, D. B. P.，地方への融資増額実績を発表一一一D.B. P. （フィリピン開発銀行〉の
ロレンソ（PabloLorenzo）総裁の報告によると， 16の地方支店の貸付投資額は，
1963年の 2億0873万ベソから1964年 6月30日までの会計年度の 2億3531万ベソに，
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融資を受けた計画の数は 6万3112から 6万9805に増加した。 1964会計年度の融資の
うち， 1億4576万4338.85ペソは農業関係に（受益者は 5万9742人）， 5963万9009.70
ベソは工業関係に， 2990万6916.09ペソは5173人の擢災者に不動産取得資金として
貸付けられた。なお，とくに貸付額の増加した支店は，パコロド，ダノ〈オ，セブー，


























































































































Agricultural Credit Administration 
Land Authority 
Commission on Agricultural Productivity 





1. ラ・グランハ砂糖実験場をフィリピン砂糖研究所（Phil.Sugar Institute) 
に移管し，その使用にもっぱら供すること。
2. パンパンガ州フロリダプランカにある 260ヘクターノレの農場が，ノレソン島































V ココナツ産業の活況一一フィリピン・ココナツ局（Phil.Coconut Administration) 
のマルケス（BienvenidoMarquez）長官は， 1963～64年に輸出が2億4062万5371.65
ベソに達したココナツ産業の活況について，つぎ、のような輸出数字を挙げた。














コフ。ラ 141,609,718.13 150,953,934.70 6.60 
コプラしめかす 10,985,915.69 11,010,836.51 2.27 


























うもろこし協会連合会（Federationof Filipino Rice & Corn Ass'ns.）は，フィリ
ピン開発銀行，フィリピン国立銀行に対し，米・とうもろこし業者への貸付政策を
ゆるめるように，要請した。この連合会によれば，両銀行は精穀業者，倉庫業者，















が， 8月22日現在マニラ価格では 100キロあたり 61～62ベソから 49～50ベソと不当






































万ドノレ失なうおそれがあるのである。 〔M.B., 8. 31〕
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〔米不足一一政治的問題〕 N. E. C. （国家経済会議）は， 12日， 1965年に予測され
る米不足量59万5400トンの輸入を，大統領と国会とに勧告した。 この問題は，多くの
反論をよびおこし，上院農業委員会の審議するところとなった。同委員会のアノレメン
ドラス（AlejandroD. Almendras）委員長によると，当の N.E.C.は， 2' 3ヵ月前
には，来年30万トンの米が余剰になることを示す統計を提出した。米・トウモロコシ
生産者協会は， N. E. C.の数字を「実務経験のない紋切り型経済学者の調合したも
の」とのベた。 N.E. C.の一員プヤット（GilJ. Puyat）上院議員は，米輸入提案に












義ブルジョアジーの立場をとるようになったJ(Wm. J. Pomeroy，“The Struggle For 




































ーの対立する哲学の混合〕」（H.R. R. Villanueva, M. B., 9. 16），第3に「この国の労
働組合指導者があまりにも近視眼的でブルジョア的精神を持っておりJ労働運動が「ア
メリカの組合主義の強腕戦術とアノレ・カポネ的手段をとる傾向がある」 (Villanueva, 











































































と， P.A.L. （フィリピン航空）， NAWASA（水道下水公社〉のストおよび社会保障
制度の中止されたストについて報告することとを命じた。ゲパラ（OnofreGuevara) 
労働次官によると，大統領は，つぎのことを指示した。












とフィリピンとの聞の何百万ベソも要する海底電線を敷設するという， P.L. D. T. 
(Phil. Long Distance Telephone Co.，フィリピン長距離電話会社〉の計画に反対
の態度を明らかにした。同省も同じ計画を持っているからである。この意向を代弁
して，アラフリス（ArturoA. Alafriz）法務次官は，公益事業委員会に対し，本日







v労働組合， L.=L.協定改訂を支持一一フィリピン労働組合会議（Phil. Trade 
Unions Council）のへyレナンデス（JoseJ. Hernandez）書記長は，合衆国の海外軍
事基地でのフィリピン人被搾取労働者を見棄てたと，マカパガル大統領を告発した。
彼は， N.E. C. （国家経済会議）の公聴会で，沖縄でのフィリピン人労働者（第3国
労働者の95%を占める〉が日本人・朝鮮人・中国人の享受している特別給与，退職
金その他を受けていないことをのべ，彼の訪問のさい，キャラウェイ高等弁務官に

























V労働者代表， L.=L.協定破棄を要求一一全国労働組合連盟（Nat’L Ass’n. of 
Trade Unions）のラクシナ（IgnacioV. Lacsina）会長とフィリピン自由労働組合連





, N. E. C.議長，木材の取引税撤廃に賛成一一ー国家経済会議のへナレス（Hilarion
M. Henares, Jr.）議長は，フィリピンにおける製材業の工業化をはかる一手段とし































調した。 〔M.B., 9. 5〕
9月 6日





































V国連代表，安保理にマレーシア問題調停を提出一一一ボノレハ (JacintoC. Borja) 
国連大使は， 9日マレーシアによる国連へのインドネシア告発で頂点に達した係争
を解決する方法として，アジア＝アフリカ 4ヵ国調停委員会設置というマカパガル
大統領案を，安保理に提出した。 〔UPI(U. N.) 9. 11-M. B., 9. 12〕
V経済調整局長官，セメント・住宅計画を承認一一経済調整局のアデボソ長官は，

































のもうひとつの組合である Kapisananng Manggagawa sa M. R. R. （指導者は
Vicente Olazo）も，機関手・火夫・運転手組合につづいて， ストに突入 lした〔9
















干ばつのため， 1963年のそれより 163万7100袋（3.56%）の減少を示し， 1965年に
は1963年のそれを20万3100袋（0.5%）超えるにすぎないと予想される。反面，消
費は1964年および1965年に，それぞれ1963年を126万7600袋（2.69%), 287万5900






























18%で，そのうち 87%が労働者， 11.9%が自営， 1.5%が無報酬の家族労働者であ





































































































Vカナダ， P.L. D. T.に対し1300万ドノレを借款一一一カナダ連邦政府は， P.L. D. 
T. Cフィリピン長距離電話会社〉に対し，カナダの電話施設購入のための借款1300
万ドルを許与したと，カナダのシャープ（MitchellSharp）通商相が発表した。フィ
リピンの投資開発公社（Nat'l.Investment & Development Corp.）は，この借款に
保証を与えた。 〔UPI(Ottawa), 9. 24-M. B., 9. 25〕
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9月 24日
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ある。」コプラの価格は，国内取引において， 8月に100キロ当たり 58ペソから40ペ


























































































































N. B. I. C国家検察庁〉は，このデモを事前通告なしの不法行為であり，インドネシ
ア共産主義者の扇動によるものと断定したが，労働者党（LapiangManggagawa）とウ
トウタノレム（SalihUtutalum）下院教育委員長はこの断定に強く反論した（M.B., 10. 
5, 7, 9）。 どちらの見解をも現在の資料からだけでは証拠づけることはできないが，
国内外の情勢， とくに在比アメリカ商工会議所のラウレノレ＝ラングリー協定について








第 1に， 9月末から問題になっていた合衆国の大セメント会社（LoneStar Corp. 
of Americaと KoppersInter-American）進出についての公聴会が 1日N.E.C.のt:3
集により開かれたが， その席上フィリピンのセメント工業経営者たちは揃って強硬な
反対の意を表明した。 ManilaBulletinの Forumon Economics欄担当者も，積極













ーストラリア訪問日程がきめちれた （M.B., 10. 31）。







牢“A New Worry For the U. S.-Trouble With an Old Ally，” U.S. News & 









l P.H. H. C.，スト一一P.H.H. C. (People’s Homesite & Housing Corp.，人民宅
地住宅公社）での短期罷業は，リポラダ（RodrigoLiporada）の指導する P.H.H.
C. Progressive Union (Federation of Democratic Workersに加盟）により，公社
側が当組合を認めないことに抗議しておこなわれた。 同公社にはアラオ（Felimon
Arao）の指導する UnitedHomesite Employes & Laborers Ass'n.なるもうひとつ
の組合があり，これとの対抗の中で，ストは激しい様相を呈した。
l Meralco債券，アメリ力金融市場で売出し－Meralco (Manila Electric Co.) 
の6冗パーセント利付1984年 6月 1日償還の債券800万ドルは， White,Weld & Co. 
の裏書をもって，アメリカ合衆国の金融市場に売出された。これにより，フィリピ
ンは，はじめてアメリカ金融市場に登場した。
〔UPI(N. Y.), 10. 2.一一M.B., 10. 3.〕
Vセメント工業についての公聴会一一－N.E. C. （国家経済会議〉は，アメリカの







Republic Cement Corp., Apo Cement Corp., Filpinas Cement Corp., Rizal 





















T P. C. I.，アメリ力商工声議所雑誌論説を非難一一P.C. I. （フィリピン l：業会議
所〉の理事会は，全会う交で，平等待遇権の延長と他の外国人に対する互恵的権利
の許与とを主張するアメリカ商工会議所の提案を内容としたその雑誌 (Journalof 






























































, N. Y. Herala Tribune フィリビン＝マレーシア両国の緊密な関係を要求一一－














v労働者代表，デモに関して CI Aを非難一一LapiangManggagawa （労働者党〉











R. Valencia）前公共事業相は， 中央銀行が Fesco（ノレーマニア人とアメリカ人とが

























日した（ 6日間） N. E. C. （国家経済会議〉のエナレス（HilarionM. Henares）議
長は，桜内通産相との 1時間半にわたる懇談のさい，ブ fリピンのニッケノレ資源開
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発にあたってフィリピン人との合弁企業（60対40，日本は40）を設立するため日本
の民間投資を歓迎すると，のべた。 〔UPIC東京）， 10. 11.-M. B., 10. 12.〕




















































可能なことを強調し，われわれの当座の仕事は， 「1965年 1月 1日以前に， 1964年
の条件が協定ののこされている有効期間中，すなわち1965～1974年の間，変更され
ずに継続し適用されるように，割当量および関税率を凍結するために活動する」こ





ぎの 2' 3年間開発計画を賄うために毎年 1億ドル程度を信用の形で獲得したいと
のべた。そのうち，半分以上は合衆国から得られるであろうとのことである。
Vココナツ油のみ合衆国への輸出割当量を達成一一パノレマセーダ（CornelioBal-


















































〔UPI（東京）, 10. 18. M. B., 10. 19.J 
vマルセロ，ス卜終結－9月22日労働者に対する特別手当をめぐっての労働者
























































規に違反して中国を訪問した4人の新聞記者 （ManilaTimesのRenatoD. Tayaε， 
Daily Mirr，οrの Calixto S. Fernandez, Jr., Manila ChronicleのHerculesB. 
一（130）ー - 88ー
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Gallego, Evening Newsの SimplicioM. Tolentino）の旅券を取消したと発表し
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1. 賃借入は， UnitedFruit Co.ではなくて，フィリピンの会社（フィリピン
人投資家と UnitedFruit Co.との合弁会社〉である MindanaoFruit Co.であ
る。




































































1964年 1 月 1日
, PLDT，ストに突入－PLDT（フィリピン長距離電話会社〉の約2000名の従業員


















































Armed Forces of the Philippines -Sandatahang Lakas ng Pilipinas 
(A. F. P.) (S. L. P.) 
General Headquarters (G. H. Q.) 一一一PangkalahatangPununghimpilan 
(P. P. H.) 
Philippine Air Force (P. A. F.) 一一－HukbongHimpapawid ng 
Pilipinas (H. H. P.) 
Philippine Navy (P. N.) 一一一HukbongDagat ng Pilipinas 
(H. D. P.) 
Philippine Constabulary (P. C.) 一一一HukbongPamayapa ng Pilinas 






























〔UPI(Jesselton), 11. 5.-11/l. B., 11. 6.〕
vフク団指導者，最高裁に上訴一一フク回の指導者で5月21日逮捕されたラパ
(Jesus Lava）は， 1957年制定された反破壊活動法の効力を問う訴訟を最高裁判所に
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A. Marquez）長官に報告した。 1963年に日本は 10万7250トンのコプラを輸入した
がラそのうちフィリピンから輸入したのは 4万1189トン（39%）で， 8411トンを太
平洋諸島から， 7844トンをマレーシアから， 4537トンをソロモン群島（パプア〉か









































かであるというのである。 〔M.B., 11. 9.〕
V大統領，政府の外国企業との契約の審査を命令一一マカパガル大統領は，政府
が外国企業との間で結ぶ重要な経済的契約をすべて大統領に勧告する前に審査する















〔PNS(Gen. Santos), 11. 9.-M. B.‘11. 10.〕
1 月 10日
Vオーストラリア市場開発の試み一一パノレマセ］ダ（CornelioBalmaceda）商工































18,499 20,839 12.64 
4,657,660.18 5,295,126.79 13.69 
コプラ食品（
17,192.86 21,735,09 26.42 
1,164,219.87 1,353,329.83 16.24 
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フ
112,070 94,865 -15.35 
一 19,049,053.60 16,425ラ971.55 -13.37 
乾燥ココナツ（
7,327.12 6,054.80 -17.36 
2,016,802.92 1,738ヲ725.4'.1 -13.79 
ココナツ炭（
98.42 19.68 -80 
6,050 1,200 -80.16 
1月 13日
v政府，電気料金値上げに反対一一政府は，法務庁を通じて‘数週間前公共事業




甲 P.N. B.総裁，金融緩和を支持一一P.N. B. （フィリピン国立銀行）のレクト







































































〔UPI(Canberra), 11. 19. Jlv1. B., 11. 20.] 
1 月 19日





















, N. E. C.の農場プロジェクトー－N.E. C.のエナレス議長は， N.E. C.がミン
ダナオに合弁形態、（比60，米40）で年約10万トンの米と50万トンの大豆を生産する
農場をつくるプロジェクトを討議し，大統領に勧告する意図をもっていることを，














































































成る〉の団長であったフィリピン予備将校団（Reserve0伍cersLegion of the Phil.) 
の会長ゴレス（Ernest Golez）少佐は，記者会見の席上，フィリピン予備将校同と
フィリピン在郷軍人連盟（VeteransFederation of the Phil.）とが，チャン・パン
フォン首相とテーラー米大使とに送った決議にある通り，いまでも共産主義者とた
たかうために両団体からの義勇兵32万を派遣する用意があると言明した。











年にはそれぞれ5100万袋， 9500万袋になるとのことである。 〔M B., 11. 30.〕












に注意をうながした。 〔M.B., 11. 30.〕
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Caeser Espiritu，“Economic Nationalism, A Growing Poll Issue, M. B., 12. 1) 
＊＊＊「わが国の苦悩している社会・経済的社会を‘層動的進歩的な経済に変える謙虚
な試み」をしているのは， PhilippineChamber of Industriesの「気高い勇気あ
るメンバーである。」 (Emmanuel Q. Yap, Chamber of Industries Deserves 
Support，” M. B., 12. 18) 
＊＊＊＊これに関連し，フク聞の動きの活発化も， 12月24日の治安体制強化命令の中に
読みとれよう。
































































































73 - 一（ 157）一
フィリピン
工省回状と異なる見解を示した。 〔λムB.,12. 10. :i 
12月 11日






l P. L. D. T.，電話使用料を来月から値上げ一一P.L. D. T. （フィリピン長距離電話
会社〉は，拡張計画実植のため去る 7月公共サービス委員会により認可された通り，
商用電話については現行よりも47%ラ住宅用電話については40%の値上げを来月か







なお， P.L. D. T.の拡張計画は， 4万の新設・三股電話の単独電話への切替，電
話本線の敷設・ケーブル化を含むもので， 1億0200万ペソの投資を要するものであ
る。 〔M.B., 12. 12.: 
l P.C. I.など PLDT二力ナダ借款協定！こ反対－RadioElectronics Headquarters 




1. 当協定は， P.L. D. T.の設備供給者をカナダの供給者（「P.L.D. T.の支
配的外国系株式保有者」である GeneralTelephone & Electronics Corp. の子
会社〕に限定しそれによりその施設・設備を競争的条件で入手することをでき
なくしているために，公共の利益に反する。
2. P. L. D. T.の設備費は直ちにその使用料に影響を及ぼし加入者の負担にか
一（ 158) - 74 -
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かわるため，公共の利益は， P.L. D. T.がその資本財をもっとも低廉な価格で入
手することを要求する。
3. P. L. D. T.の使用料値上げが認可されたばかりである以上，P.L. D. T.は，
公共に対して最小限，十分な配慮と熱心さとを示L，加入者に対して P.L. D. T. 
がカナダから入手しようとしている施設・設備はそれ以上低い価格で、他のどこで
でも入手できないことを確証しなければならない。
4. P. L. D. T.が使用料値上げの危険を冒していることを考慮に入れると，
P.L.D.T.のドル支払を最小限にすることが必要でありラこれは， P.L. D. T.が
国内の供給源をもれなく当ることによってのみなされうる。
なお，この反対にもとずいて，公共サービス委員会は次の月曜日にこの問題につ











社連合会のピリャヌエパ(JoseK. Villanueva）会長は，イギリスの WhimpeyPulp 
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(Francisco J. Santos, Jr.）商務官は，イギリスの CornishManures, Ltd.がフィリ
ピンの信用のおける肥料会社と提携協定を結び、たい意向を持っている旨，パノレマセ
ーダ商工相に報じた。 〔M.B., 12. 1又〕
12月 18日
V外相，基地問題で合衆国大使と会談一一一メンデス外相は，合衆国のプレア（Wil-


















この発表にあたり，それが， HilarionM. Henaresを長とし GilPuyat, Ambrosio 
Padilla, Lorenzo Tanada上院議員 CornelioBalmaceda商工相， RamonDurano, 
Ramon Bagatsing, Rogaciano Mercado下院議員， AndresCastillo中央銀行総裁，


































































































Y G. S. I. S., P.A. L.の新株募集に応ぜず－P.A.L. Cフィリピン航空）の株の49
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含まれる）を組込むよう勧告することとなった。
〔UPI（ソウノレ）， 12. 22.-M. B., 12. 23.〕








































年の出超は1964年に入超にかわり， 1964年 1～8月に貿易収支の赤字は 680万ペソ
になった。そして，この赤字は，次の理由により， 1965年もつづくと予測した。
















, N. E. C.=A. I.D.，経済開発基金と融資協定一一N.E.C.と合衆国の A.I.D.と
は， E.D. F. (Economic Development Foundation, Inc.経済開発基金）と，同基金
のフィリピンにおける私的生産企業発展計両を促進するために， 300万ペソの融資
協定に調印した。 〔M.B., 12. 26.〕
















知事は，基地協定の即時改訂を強く主張した。 〔ManilaTimes, 12. 28・〕
＊アンヘレス市28日発 UPI＝共同によると， デモ参加者数は約3000名であっ
た。 〔読売， 12.29.〕















可した。 〔ManilaTimes, 12. 29.〕
12月29日











120万トンとなっている。 〔UPI(Wash.), 12. 31.-M. B., 1. 1.〕
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